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大きい

②市民ニーズ 高い ⑤成果向上の余地

改善推進

常設学習・生活支援事業においては、令和３年度から家庭連携の業務も追加したため、引き
続き様々な事情から事業への参加ができていない児童及びその家庭に対し、訪問や電話等に
よる学習や生活相談等の支援を実施し、家庭と連携しながら当該児童の参加を促進してい
く。
長期休暇中の学習支援については、実施会場をさらに増設する。（３→４～５会場）
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常設学習・生活支援事業では、学習に対してだけでなく、学校生活や私生
活に関する相談に乗ったり、社会で自立して生活していくための習慣を身
に着けるための支援を行うことにより、３年生の多くが自ら志望する進路
へ進むことができた。
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常設学習・生活支援事業の出席率
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常設学習・生活支援事業では、支援の必要性の高い生徒については、感染予防を徹
底した上で対面授業を継続して支援に努めた。また、欠席者に対してはさらなるア
プローチを行い、出席率を上げる必要がある。
また、長期休暇中の学習支援については、利用ニーズの増加に対応し、令和３年度
から１会場増設し、合計３会場で実施した。
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総合計画： 単位施策： 子どもと子育て家庭
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算
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書
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用子どもが貧困の連鎖から脱却し、社会で自立した生活を営んでいくために

は、学習・生活支援を始めとした各種事業が必須であるため。財源内訳
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３か年実施計画（当該年度事業費等）： 8,300

事業概要等

事業概要：
子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく子どもの貧困対策
として貧困の連鎖を防止するための学習・生活支援を実施する。

事業目的：
子どもの将来がその生まれた環境によって左右されることのないよう、また、貧困が世代を
超えて連鎖することのないよう、必要な環境整備と教育の機会均等を図る。
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全体事業期間： 全体事業費等：

会計 一般会計

事業内容：

①子どもの学習・生活支援事業の実施
②子ども食堂の活動促進のための食材等の寄付に関する情報提
供、意見交換会等の実施。

問題点・
課題等：

学習・生活支援事業について、より良い事業運営のために対象、
実施形態、場所などに関して調査・研究していく必要がある。

予算額 主要事業とする理由

得られる成果

子どもが社会で自立して生きていくための力を身に着けることにより、貧
困の連鎖の防止につながる。

目標値や目指すべき状態

常設学習・生活支援事
業の出席率

実績値

令和４年度(令和３年度実施事業分)主要事業評価シート 20-03

PDCA 主要事業名 子どもの貧困対策事業 部課名
子ども未来部
子ども育成課
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